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1
電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付事業
【物価高騰対策給付金】

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
②令和５年度住民税非課税世帯への給付金及び事務費
③給付金事業費　119,000,000円
　〈積算根拠〉　対象世帯数　1,700世帯　×　給付単価　70,000円
　事務費　　4,143,000円
　〈積算根拠〉　需用費　2,027,000円　役務費　875,000円　業務委託料　880,000円
人件費　361,000円
④令和５年度住民税非課税世帯　（1,700世帯）

R6.1
R6.4
以降

123,143,000 123,143,000 0 123,143,000 0
対象世帯に対して令和6年1
月までに支給を開始する。

広報誌等

2
電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付事業
【物価高騰対策給付金】

福祉課

①物価高が続く中で均等割課税世帯への支援を行うことで、均等割課税世帯の
方々の生活を維持する。
②令和５年度住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③給付金事業費　55,000,000円
　〈積算根拠〉　対象世帯数　550世帯　×　給付単価　100,000円
　事務費　1,407,000円
　〈積算根拠〉　需用費　169,000円　役務費　248,000円　業務委託料　990,000円
④令和５年度住民税均等割のみ課税世帯　（550世帯）

R6.3
R6.4
以降

56,407,000 56,407,000 0 56,407,000 0
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する。

広報誌等

3

電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付事業

（こども加算）【物価高騰対
策給付金】

住民課

①物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支援を行うことで、子育て世帯の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯のうち子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金事業費　15,500,000円
　〈積算根拠〉　対象児童数　310人　×　給付単価　50,000円
　事務費　64,000円
　〈積算根拠〉　需用費　16,000円　役務費　48,000円
④令和５年度住民税非課税世帯・令和５年度住民税均等割のみ課税世帯・新た
に住民税非課税世帯となる世帯のうち子育て世帯

R6.3
R6.4
以降

15,564,000 15,564,000 0 15,564,000 0
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する。

ホームページ、広報誌等

4
定額減税補足給付事業
【物価高騰対策給付金】

税務課

①物価高が続く中で所得割課税世帯への支援を行うことで、所得割課税の方々の
生活を維持する。
②住民税所得割課税者で減税しきれない者への給付のための事務費
③事務費　　5,355,000円
　〈積算根拠〉　需用費　650,000円　役務費　588,000円
　　　　　　　　　業務委託料　2,428,000円　人件費　689,000円
　　　　　　　　　その他　1,000,000円
④令和６年度分の住民税所得割課税者のうち減税しきれない者　（3,200人程度）

R6.2
R6.4
以降

5,355,000 5,355,000 0 5,355,000 0
令和６年度中の迅速な給付
に向けて、住民税システム
の改修等を行う。

ホームページ等

藤崎町　令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施計画

成果目標
実施状況の

公表等について
№ 交付対象事業名称 所管課

事業の概要
①目的・効果
②総事業費／交付金を充当する経費内容
③積算根拠(対象数、単価等)
④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

補助
対象

事業費
その他国庫

補助額
交付金
充当額

事業
始期
年月

事業
終期
年月

（単位：円）

総
事
業
費
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5 給食費補助事業
学校給食
センター

①学校給食費を令和６年１月～３月まで無償化することで、物価高騰の影響を受
けている子育て世帯の負担軽減を図る。
②学校給食に係る賄材料費
③小学生　300円×679人×50日＝10,185,000円
　 中学生　320円×334人×50日＝ 5,344,000円
④小学生、中学生の保護者

R6.1 R6.3 15,529,000 15,529,000 0 15,529,000 0
小・中学生全員（1,013人）
の令和６年１月～３月の給
食費を無償化する。

ホームページ等

6 給食材料費補助事業
学校給食
センター

①物価高騰に伴う学校給食材料費を支援することで、保護者の負担を増やすこと
なく、質を保った学校給食を提供する。
②学校給食に係る賄材料費
③15円（学校給食費単価高騰分）×207,665食（令和５年度分）＝3,114,975円
④小学生、中学生の保護者

R5.4 R6.3 3,115,000 3,114,000 0 3,114,000 1,000

小・中学生全員（1,013人）
の令和５年度の給食費を値
上げすることなく、質を
保った学校給食を全食提供
する。

ホームページ等

7 福祉施設等補助事業
住民課
福祉課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により影響を受けた町内福祉施設等に
対し支援金を交付することにより、安定的な施設運営の継続を確保する。
②福祉施設等への交付金及び事務費
③交付金　14,600,000円（73施設×200,000円）、
　事務費　138,000円（時間外勤務手当（体制拡充分）95,000円、
　消耗品費18,000円、印刷製本費4,000円、通信運搬費21,000円）
④町内に所在する保育施設等、医療機関、介護サービス施設、障害福祉サービ
ス施設

R5.12 R6.3 14,738,000 14,738,000 0 14,738,000 0
対象福祉施設等の85％以上
に対し補助を行う。

ホームページ、広報誌等

8
ふじさき生活応援商品券

事業
経営

戦略課

①食料品等の価格高騰に直面する町民に対する経済的支援として商品券を配布
する。
②商品券給付費（商品券、需用費、役務費、委託料、補助金）
③総事業費　82,595,000円
　商品券総額　73,500,000円（対象者14,700人×5,000円）
　事務費　9,095,000円（消耗品費148,000円、印刷製本費165,000円、
　通信運搬費17,000円、委託料4,365,000円、補助金4,400,000円）
④発行事務　町
　補助対象　町商工会、藤崎町民

R5.10 R6.3 82,595,000 11,682,000 0 11,682,000 70,913,000 商品券利用率 70％以上 ホームページ、広報誌等

316,446,000 245,532,000 0 245,532,000 70,914,000合計
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